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　1．はじめに
　中国国家統計局は、7月18日に2017年第2四半期の経済成長率を実質6．9％1）と発表した。
この成長率について、国家統計局国民経済計算局の董礼華局長は、「上半期におけるわが国の
経済運行は、安定の中に良い方向へ発展していく趨勢を続けており、安定の基盤はさらに強固
なものとなり、良い趨勢は更に明確に、サービス業や消費は最高の寄与度を保持し、新たな成
長のエネルギーとしてより一層役割を発揮しており、経済成長の質はより一層向上している。
総じて情勢は期待よりも良いものとなっている」2）と評価している。
　本稿では、中国経済の現状について最新のデータをもとに検証し、今後の経済政策について
若干の考察を試みたい。
　
　2．経済成長率と「GDP倍増計画」
　まず、これまでの中国の経済成長率と2020年までにGDPを倍増させる計画について概観し
てみよう。中国は03年から07年まで5年連続で二桁成長を実現したが、08年以降は10年を除き
一桁成長となり、12年以降7％台へ、15年以降は6％台に落ち着いている。成長率は鈍化傾向
にあると言えるが、中国国家統計局の見解としては「経済は合理的な区間で運行し続けてい
る」3）という姿勢である。四半期別にみると、8四半期連続で、6．7％～6．9％と安定した
区間で推移している4）。
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　中国共産党及び政府は、2020年までに2010年比でGDP総額を倍増させるという方針を打ち
出している5）。もし、17年において上半期の成長率である6．9％を維持できれば、図表1に
見られるように、残りの3年間（18 ～ 20年）で、6．3％以上の成長率を達成すれば、その目
標を実現できることになる。国家統計局の見解である「合理的な区間」とは、この20年までに
GDP総額を倍増させるという目標を、無理なく達成できる水準を保っているという評価を含
むものとみて良いであろう。
　3．習近平時代の経済政策
　経済成長率については前節でみてきたとおりであるが、12年から現在まで続く習近平政権の
経済政策はこれまでどのように運営されてきただろうか。
　柴田・長谷川6）は、中国にとっての経済政策について「中国共産党による経済のコントロー
ルにこそ、その本質がある」7）と位置付けた。これは「市場経済体制に移行しつつも、政治的
には、現在も依然として社会主義を堅持」8）しつつ、望ましい社会の実現のため、「国家が積極
的に経済全体をコントロールしながら、それを実現しようとする点が特徴」9）となっている体
制である。大方針は、習近平総書記を中心とする中国共産党が決定し、その大方針に基づいて、
総理（首相）を中心とする行政府が具体的措置を企画立案していく形となる。
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
図表1　経済成長率及び今後の推計
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　このような体制は、16年末に行われた「中央経済工作会議」のコミュニケの中で「我々は昨
年の中央経済工作会議で決定した取り決めを全面的に貫徹し、党の経済工作に対するリーダー
シップを強化・改善し（以下略）」10）という言葉にもあるように、変わることなく続いている。
習近平政権は17年10月18日に開幕する中国共産党第19回党大会において二期目を迎えることと
なるが、「中国共産党による経済のコントロール」という体制は、今後も続いていくことにな
るだろう。
　12年以降の習近平時代の経済政策の最重要課題は、「量から質へ」の転換にある。これは、
持続可能な成長のため、構造改革を重視し、「成長の質」を志向する姿勢であり、安易な経済
刺激策をとらず、一定の経済成長の減速も視野に入れるといった「新常態（ニューノーマル）」
11）にも通じるところである。
　「成長の質」とは、「投資と輸出に過度に依存した経済発展パターンを転換し、内需、とりわ
け消費を成長エンジンとし、経済の効率性と産業の国際競争力を向上させて、経済成長の持続
可能性を高めること」12）と説明することができる。これまでの中国の経済成長のイメージと言
えば、旺盛な投資を元に、大量の工業製品を生産・輸出し、経済規模を拡大する「世界の工
場」というものが強いだろう。実際、図表2のように、リーマン・ショックが発生する2008
年以前において、輸出額は6年連続で毎年20 ～ 30％台の勢いで増加し、経済成長をけん引し
ていた。リーマン・ショック後は、いわゆる「4兆元の内需拡大策」13）によって大規模な投資
が行われ、それが経済をけん引していた。
年 輸出総額（億ドル） 対前年比伸び率 輸入総額（億ドル） 対前年比伸び率 貿易収支（億ドル）
2001年 2661 6．8 2436 8．2 225．5
2002年 3256 22．4 2952 21．2 304．3
2003年 4382 34．6 4128 39．8 254．7
2004年 5933 35．4 5612 36．0 321．0
2005年 7620 28．4 6600 17．6 1020．0
2006年 9690 27．2 7915 19．9 1775．2
2007年 12205 26．0 9561 20．8 2643．4
2008年 14307 17．2 11326 18．5 2981．3
2009年 12016 -16．0 10059 -11．2 1956．9
2010年 15778 31．3 13962 38．8 1815．1
2011年 18984 20．3 17435 24．9 1549．2
2012年 20487 7．9 18178 4．3 2308．8
2013年 22090 7．8 19500 7．3 2590．1
2014年 23423 6．0 19592 0．5 3830．6
2015年 22735 -2．9 16796 -14．3 5939．1
2016年 20982 -7．7 15874 -5．5 5107．3
図表2　輸出入額及び貿易収支の推移
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
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図表3　成長率と需要項目別寄与度
図表４　第一次、二次、三次各産業の成長率
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
出所　中華人民共和国国家統計局：中国統計摘要2017,中国統計出版社,2017.
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　しかしながら、ここ数年の経済成長率の需要項目別寄与度をみると、図表3に見られるよう
に、資本形成の寄与度が徐々に小さくなっていく一方で、消費支出の寄与度が14年3．6ポイ
ント、15年4．1ポイント、16年4．3ポイントと次第に大きくなっていることが分かる。
　また、図表4の第一次、第二次、第三次産業の成長率をみると、工業を中心とする第二次産
業の成長率は14年7．4％、15年6．2％、16年6．1％と次第に縮小し、同年の経済成長率を
下回りつつあるのに対して、第三次産業（サービス業）は、14年7．8％、15年8．2％、16年
7．8％と一定の成長率を維持し、経済成長率を逆に上回っている。
　一方で、近年大きく伸び悩んでいるのが輸出である。前述のように、リーマン・ショック前
は急速な成長を続けていた輸出であるが、12年以降の3年間は一桁の伸びにとどまり、15年▲
2．9％、16年▲7．7％と、2年連続でマイナス成長が続いている。純輸出の成長寄与度も、
同じようにここ2年マイナスが続いている。
　このように、特にここ数年において、中国経済はこれまでの「世界の工場」から「消費を中
心とする内需主導型の経済」へと変わってきていることが、データから窺える。
　本稿冒頭の董礼華局長による「サービス業や消費は最高の寄与度を保持し、新たな成長のエ
ネルギーとしてより一層役割を発揮して」いるとの評価も、このようなデータによって裏付け
られていると言えるだろう。
図表５　業種別成長率
出所　中華人民共和国国家統計局（http://www.stats.gov.cn/）より作成。
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　４．むすびにかえて
　これまで見てきたように、中国の経済成長は、習近平時代の「新常態」の中で、次第に「消
費を中心とする内需主導型の経済」へ転換しつつあることが窺える。
　一方で、未だ解決の進んでいない問題も存在している。その一つは不動産であろう。業種別
成長率をみると、15年において一時期落ち込んでいた不動産業の成長率（3．8％）が、16年に
おいては前年比8．6％の成長と再び盛り返し、同年の経済成長率（6．7％）を上回った。
　しかし、17年の上半期においては、6．9％と同期の経済成長率を同じ水準に落ち着き、一
方で卸売・小売業（7．3％）、飲食・ホテル業（7．3％）、運輸・通信業（9．2％）と各種サー
ビス業が経済成長率を上回る情勢となっている。
　また、図表6のように、14年後半から15年前半にかけて、低迷していた不動産価格も、16年
後半から17年初めにかけて10％以上の伸び（前年同月比）を示すなど、再び過熱する兆しを見
せている。
　前述の中央経済工作会議においても、「『不動産は住むために利用するものであり、投機のた
めの利用するものではない』という位置づけを堅持し」、「不動産バブルを抑制するのみならず、
図表６　不動産価格変動幅の推移
出所　中華人民共和国国家統計局（http://www.stats.gov.cn/）より作成。
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